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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平

成23年10月28日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧

告を行った。

その概要は、次のとおりである。

⑴ 報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成23年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員6,555人、警察官4,021人、県立学校職員5,151人､市町村立学

校職員13,692人、計29,419人となっている。また、その平均年齢は43.3歳、平均経

験年数は21.1年、男女別構成は男61.6％、女38.4％、学歴別構成は大学卒77.7％、

短大卒8.1％、高校卒14.2％、中学卒0.0％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種14給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本

年４月における平均給与月額は、給料366,613円、扶養手当9,529円、地域手当217円、

その他の手当16,880円、計393,239円となっており、昨年と比べ1.2％の下降を示し

ている。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.0歳、

平均経験年数21.7年）の平均給与月額は、給料342,117円、扶養手当10,698円、地域

手当477円、その他の手当17,591円、計370,883円となっており、昨年と比べ1.3％の

下降を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内1,0

53事業所のうちから、248事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成23年職

種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる78種類の職務に従事

する者7,631人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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(ア) 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で27.5％（昨

年19.3％）、高校卒で8.6％（同6.1％）と昨年に比べて増加している。そのうち大学

卒で86.6％（同87.6％）、高校卒で82.0％（同93.9％）の事業所で初任給は据置きと

なっている。また、初任給を減額した事業所の割合は大学卒で6.1％（同2.7％）、高

校卒で7.4％（同0.0％）となっており、据置き又は減額の事業所が昨年同様、高い

割合を占めている。

(イ) 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員(係員)について、

ベースアップを実施した事業所の割合は29.4％（昨年30.4％）となっており、昨年

に比べてやや減少している。一方、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.0％（同

2.0％）となっており、昨年に比べて減少している。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員(係員)について、定期に行われる昇

給を実施した事業所の割合は76.7％（昨年64.2％）となっており、昨年に比べて増

加している。昇給額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が22.

6％（同17.6％）と昨年に比べて増加しているのに対し、減額となっている事業所の

割合は8.1％（同12.2％）と昨年に比べて減少している。

(ウ) 雇用調整の実施状況

別表第４に示すとおり、民間事業所における雇用調整の実施状況をみると、本年

１月以降に雇用調整を実施した事業所の割合は30.5％（昨年36.2％）となっており、

昨年と比べると減少しているものの、依然として高い水準となっている。民間事業

所における雇用調整の措置内容を多い順にみると、残業の規制（18.1％）、一時帰休

・休業（11.5％）、採用の停止・抑制（11.5％）となっている。

さらに、別表第５に示すとおり、本年４月分の給与について、賃金カット等を実

施した事業所は、一般の従業員(係員)について8.2％（昨年6.0％）、管理職(課長級)

について8.7％（同7.5％）となっており、当該事業所における平均減額率は、一般

の従業員について5.6％（同5.6％）、管理職について5.1％（同6.1％）となっている。

このように、本年の民間給与の調査結果をみると、民間企業においては、昨年同様、

残業の規制、一時帰休の実施、人員の縮小等様々な取組を行いつつ、給与についても、

一部の事業所において、昇給の抑制や賃金カットなどの措置が行われている。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差
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本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の

職務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第６に示すとおり、

職員の給与が民間従業員の給与を143円（0.04％）上回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第７のとおりである。

(イ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の

特別給を調査した結果は、別表第８に示すとおりであって、平均給与月額の3.93月

分に相当しており、職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間支給割合と概ね均衡して

いる。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では

0.7％の下降、全国では0.4％の下降となっている。

また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ169,630円､

192,980円及び216,340円となっている。

オ むすび

(ア) 職員の給与の改定

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況は、

以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定について次のとおり判

断した。

ａ 給料表

給料表については、公民較差の状況等を踏まえ、改定を行わないことが適当で

あると考える。

ｂ 通勤手当

(a) 交通機関等利用者に係る通勤手当

勤務地を異にする異動等に伴い通勤に新幹線鉄道等を利用することが必要と

なった職員等に対する通勤手当については、職員の通勤実態や、他の都道府県の

支給状況等を考慮し、改定する必要がある。

(b) 交通用具使用者に係る通勤手当

交通用具使用者に係る通勤手当については、交通用具別の手当額の設定につい

て、民間及び他の都道府県の状況等を踏まえながら、引き続き検討する必要があ
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る。

ｃ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、民間における特別給の年間支給割合と概ね均

衡していることから、支給月数の改定を行わないことが適当と考える。

ｄ 市町村立学校の事務主幹の給与

市町村立学校の事務主幹の給与については、本年６月から総括的な業務を行う

事務主幹の配置が一部の地域で開始されたが、来年度の他の地域での配置や全県

における制度の運用等の状況を注視しながら、引き続き検討を進めていく必要が

あると考える。

(イ) 給与制度の改正等

本委員会は、平成17年11月の報告において、地域の民間給与水準をより適切に反

映させるため、国に準じて給与構造の改革を実施することが適当と判断し、平成18

年度以降実施する措置について勧告等を行ってきたところである。

本年の人事院勧告では、給与構造改革における経過措置額について平成25年４月

１日までに段階的に廃止することとし、また、経過措置額の廃止に伴って生ずる制

度改正原資については、給与構造改革期間中に抑制されてきた昇給の回復に充てる

こととしている。

本委員会としては、国に準じて支給している経過措置額については、今後、国及

び他の都道府県等の動向を踏まえ、廃止する方向で検討を行うこととする。

経過措置額を廃止した場合の昇給の回復についても、併せて検討を行うこととす

る。

なお、経過措置適用者の退職等により平成24年４月にかけて段階的に解消される

経過措置額に対応して、これまで抑制されてきた昇給の回復を行うこととする。具

体的には、平成24年４月１日において、44歳に満たない職員のうち、平成21年１月

１日に昇給抑制を受けた者（復職時調整等において昇給抑制を受けた者を含む。）の

号給を平成24年４月１日に１号給上位に調整することとする。

また、平成24年度以降も、国及び他の都道府県等の動向を踏まえ、引き続き給与

制度の見直しを行っていく必要があると考える。

(ウ) 職員の勤務時間等

職員の時間外勤務については、平成17年度以降着実に縮減し、平成19年度は中越

沖地震の復旧作業等に伴い増加したものの、復旧作業の進展等により平成20年度に

は再び縮減し、平成22年度まで横ばいとなっている。

本年度は、東日本大震災や長野県北部を震源とする地震、さらには平成23年７月

新潟・福島豪雨等により多くの臨時・緊急業務が生じ、部局や地域振興局によって

は時間外勤務が増加している状況が見られる。
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任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤務

をしない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な縮減

対策に取り組んでいるほか、災害復旧に当たっては、関係地域機関の増員等が行わ

れているところである。

長時間の時間外勤務は、職員の健康保持、労働意欲や活力の維持、有為な人材の

確保等に影響を及ぼすことから、今後も取組を継続・展開することにより、引き続

き時間外勤務の縮減に一層努めていく必要がある。

また、災害対応のため時間外勤務の増加が見られることから、保健指導の確実な

実施等、職員の健康管理に十分配慮する必要がある。

さらに、精神疾患による休職者数は、減少傾向が見られないことから、職員の心

の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任命権者においては、従来から、

精神科医師によるメンタルヘルス相談、心の健康問題による長期療養者の職場復帰

支援実施要綱の制定など様々な措置を実施しているところであるが、状況の改善に

向け、今後も一層の取組に努めていく必要がある。

(エ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

勤務実績の給与などへの反映については、昇給制度を中心に各任命権者におい

て進められているところである。今後とも更なる勤務実績の給与などへの反映に

向けて検討を進める必要がある。

また、現在任命権者において取り組まれている人事評価制度についても、引き

続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行われるよう努める必要がある。

ｂ 有為な人材の確保・育成

社会経済情勢が大きく変化する中、複雑・高度化する行政課題や多様化する県

民ニーズに迅速かつ的確に対応することが求められている。

このような状況において、より質の高い行政サービスを効率・効果的に提供し

ていくためには、有為な人材の確保や育成がますます重要となってきている。

国や他の都道府県、民間企業等における動向を注視しつつ、今後とも引き続き、

有為な人材確保の観点から採用制度全般について研究・検証の上、更に検討を重

ねていくとともに、人材育成を積極的に進めていく必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保

公務員には厳正な服務規律と高い公務員倫理の保持が求められているが、一部

の職員の不祥事により県民の信頼を損なう事態も生じている。

これまでも任命権者において一定の対策がとられているところであるが、今後

とも引き続き、再発防止策の実施や服務規律の遵守の一層の徹底を図ることが求

められる。
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職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚

を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要がある。

(オ) 高齢期の雇用問題

人事院は、公的年金の支給開始年齢の引上げに合わせて、平成25年度から平成37

年度に向けて、定年を段階的に65歳に引き上げることが適当と認め、国家公務員法

等の改正についての意見の申出を行った。

国においては、今回の意見の申出を受け、民間の動向等を踏まえつつ、検討を進

める旨表明している。

このような状況を踏まえ、本県においても、本県の実情に適した高齢期雇用制度

について、国及び他の都道府県等の動向、関係法令の改正等に留意しながら、検討

を進めていく必要がある。

(カ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。

本年の勧告においては、給料表及び期末・勤勉手当について水準改定を行わない

こととしたが、勤務地を異にする異動等に伴い通勤に新幹線鉄道等を利用すること

が必要となった職員等の通勤手当の改定を行うこととした。

民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準を保障し、

公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、⑵の

勧告どおり実施されるよう要請する。

⑵ 勧告

ア 改定の内容

(ア) 通勤手当

新幹線鉄道等に係る通勤手当の算出において、１箇月当たりの特別料金等の２分

の１相当額の限度を40,000円とすること。

(イ) 平成24年４月１日における号給の調整について

平成24年４月１日において44歳に満たない職員のうち、平成21年１月１日に昇給

した職員その他これに準ずる職員として人事委員会で定めるものの平成24年４月１

日における号給を１号給上位の号給とすること。

イ 改定の実施時期等
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(ア) 改定の実施時期

この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日

（公布の日が月の初日であるときは、その日）から実施すること。ただし、アの(イ)

については、平成24年４月１日から実施すること。

(イ) その他所要の措置

この改定に伴い、所要の措置を講ずること。


